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台湾の日本研究支援事業

　2010年に始められた日本台湾交流協会の「日
本研究支援事業」は2025年で15年目を迎えた1。
日本研究事業の推進については、2010年4月に
日台間で交わされた「財団法人交流協会と亜東関
係協会との間の2010年における日台双方の交流
と協力の強化に関する覚書」にも記されている2。
　�15. 双方は、台湾研究及び日本研究の重要性を
十分に認識するとともに、双方の大学・研究機
関が台湾研究及び日本研究の促進に取り組むこ
とを歓迎し、必要な要望に対し提供可能な支援
を実施していく。
　これが公的な意味での「日本研究支援事業」の
出発点であった。
　ただ、実際にこの事業が始められたのは2008
年であった。2008年に就任した畠中篤・交流協
会理事長の依頼により、評議員であった山田辰雄・
慶應義塾大学教授（当時）が「台湾の日本研究支
援」計画を取りまとめた。この時に、山田評議員
の依頼で松金公正・宇都宮大学准教授（当時）と
筆者が計画の原案を作成した。その後、1994年
の村山内閣総理大臣の談話により発足した平和友

好交流事業関連の歴史交流事業を廃止するなどし
て、日本研究支援事業の予算とし、台湾側に公文
を発して日本研究を推進する大学があれば、そこ
に支援する可能性を示したのであった。これに反
応したのが国立政治大学であり、2009年９月に
は国立政治大学現代日本研究センターが設立され
た3。そして、2010年１月、交流協会は池田維同
会顧問を団長とするゼロミッションを台湾に派遣
し、今後の計画策定のための聞き取りをおこなっ
たのだった。そして、2011年９月には政治大学
で日本研究修士学位プログラム（日本研究碩士学
位学程）」が発足した4。
　その後の事業の経緯はすでに本誌『交流』に松
金公正が余すところなく記している5。本稿では、
松金の論考との重複を可能な限り避けつつ、この
15年間の事業の目的、原則、要諦などについて
述べ、その上で昨今見られる新たな課題について
考察するものである。

日本研究支援事業の問題意識

　2008年にこの計画が立ち上げられた当時、こ
の事業の必要性、重要性として意識されていたの
は、陳水扁政権から馬英九政権への移行とかいっ

１　�日本台湾交流協会の日本研究支援事業の概要は以下に記されている。「日本研究支援事業」（日本台湾交流協会ウェブサイト、
https://www.koryu.or.jp/business/study/）。

２　�「財団法人交流協会と亜東関係協会との間の2010年における日台双方の交流と協力の強化に関する覚書」（日本台湾交流協会
ウェブサイト、2010年４月30日、https://www.koryu.or.jp/Portals/0/tokyo/MOU/20100430_0001.pdf）。

３　�当代日本研究センターの成立大会には、蕭万長副総統（当時）も参加した。「副総統蕭万長出席「日本研究碩士学位学程成立大
會」暨「日本研究国際学術研討会」（蕭万長副総統文物、国史館、142-030400-00009-029）。

４　�このプログラムの発足式にも蕭万長副総統（当時）が参加した。「副総統蕭万長出席政治大学「当代日本研究中心」成立大会」（蕭
万長副総統文物、国史館、142-030200-00009-014）。

５　�松金公正「日本台湾交流協会の日本研究支援事業について（1）―支援の目的と現状―」（『交流』966号、2021年９月、
https://www.koryu.or.jp/Portals/0/images/publications/magazine/2021/9月/2109_04matsukane.pdf）、同「日本台
湾交流協会の日本研究支援事業について（2）―支援の端緒と基本方針の策定―」（『交流』969号、2021年12月、https://
www.koryu.or.jp/Portals/0/images/publications/magazine/2021/12月/2112_03matsukane.pdf）を参照。
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た政治の問題よりも、より大きな政治社会的状況
の問題であった。それは第一に李登輝元総統など
の「日本語人」たちが高齢化したことであった。
日本語人が第一線から退く中で、それまでこの世
代が果たしてきた役割を果たして誰が担っていく
のか。このままでは、日本での様々な事象につい
て、日本のコンテキストを踏まえて理解すること
が台湾においてなされなくなるのではないかとい
う懸念があった。
　第二に、特に日本の社会科学、政治、外交、安
全保障、経済などの領域での「日本知」がソフト
カルチャーなどの領域などに比べて多くの課題を
抱えているのではないかという懸念があった。台
湾の日本語学習者は極めて多いことから、この日
本語既習者層が李登輝世代の役割を継承すること
が期待されたが、それでは必ずしも十分ではない
との認識があった。台湾の大学の日本語学科には
修士課程まであるところが多い。だが、博士課程
は東呉大学にしかなく定員も極めて限られてい
る。博士課程が設置されていないのは、日本語学
科が設置を望んでいないからではない。一つの理
由は、台湾の諸大学の日本語学科が外部評価（「評
鑑」）のたびに極めて厳しい結果を突きつけられ
ていることがある。これは目下、政治大学に日本
研究単位プログラムが直面する課題でもある。学
部評価の結果が厳しければ博士課程の設置は困難
である。
　また、台湾の大学の日本語学科の多くは、その
カリキュラムにおいて「語学・文学」が学びの対
象である傾向が見られた。そのために日本語既習
者の日本の政治外交、経済、安全保障などへの理
解には限界があった。もちろん、台湾の日本語学
科が「応用日本語」などといった形態の下に社会
科学を含む複数の専門を持つ学生を育てようとし
ていたこともあり、一定の期待があった。だが、
それは必ずしもディシプリンの社会科学を身につ
けるというよりも、「日本事情」として位置付け
られている面があった。他方で、台湾の大学など
での社会科学のディシプリンを学ぶ場、例えば政

治外交、経済、安全保障などに関わる学科では、
欧米での博士学位取得者が多くのポストを占めて
おり、日本留学経験者は限定的であった（法学は
例外）6。台湾で日本語学科の修士課程を修了して
から日本の博士課程に留学して学位を得た人々
も、多くは帰国後に日本語学科に就職することに
なり、社会科学の学部・研究科で職を得ることは
およそ困難だった。他方で、日本語学科への就職
に際しては、日本の法学部で得た「博士（法学）」
の学位（本人は日本外交史研究者）が日本語教育
に不適切と台湾教育部に認定される事態が生じる
など、社会科学系の日本専門家が台湾のアカデミ
アで活動する余地が狭められているという印象が
あった。
　第三に、日台間の民間交流は極めて緊密になっ
てはいたものの、多くの場合ソフトカルチャーや
日常生活、観光面を中心とした交流となっていた
ことがある。それに対して、日本の政治、外交、
安全保障、経済（政策）などとなると台湾のメディ
アなどでの言論では事実関係さえ踏まえられてい
ないことが少なくなく、ソフトカルチャーの面で
の日本理解との間に大きな落差があると認識され
ていた。教育の現場だけでなく、社会全体の「日
本知」に一定の偏重が見られており、それが以後
も再生産されていくことへの懸念があったのであ
る。
　このようなことから「台湾の日本研究」、それ
も政治外交、安全保障、経済などの社会科学を中
心とした、またすでに教職を得ている研究者より
も教育、人材養成に重点を置いた支援が必要なの
ではないか、という問題意識が形成されていたよ
うに思われる7。2011年３月の東日本大震災の発
生後、日台関係は飛躍的に進展し、民間交流はさ
らに拡大していったが、このような問題意識は引
き続き維持され続け、現在に至っていると言える
だろう。

日本研究支援事業「三つの段階」

　それでは、この15年の間にどのような事業が

６　�川島真『台湾における日本研究』（交流協会、2003年）、同「新時代の日台関係と台湾の日本研究」（中京大学社会科学研究所・
檜山幸夫編『歴史の中の日本と台湾 東アジアの国際政治と台湾史研究』中国書店、2014年）などを参照。

７　川島真「探討「台湾的日本研究」―其歴史/現状/課題―」（『日本与亜太研究季刊』1-1、2017年）など参照。
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進められてきたのか。長期的に見れば、時間軸に
即して三つの段階があったものと思われる。第一
段階は、台北中心の修士課程（プログラム）養成、
第二段階は台湾全体への広がりと博士課程養成、
第三段階は同じく台湾全体におけるポスドクの養
成という段階だ。これからの第四段階では、まさ
に研究者として、あるいは実務家として、日本専
門家が独り立ちしていくことを見届ける段階にな
ると考えられる。この事業は、まさに長期的な視
野を必要とするものであり、これまで15年間も
の間、この事業を継続発展させてきた日本台湾交
流協会の意思と行動は賞賛に値するものだと考え
られる。今後とも、それぞれの段階に応じた需要
を踏まえ、事業が継続されていくことを願うもの
である。それは、昨今、この日本研究支援事業に
はこの事業を始める段階での問題意識を超えた、
新たな意義が与えられつつあるように感じられる
からである。この点は後述する。
　簡単に三つの段階を振りかえっておこう。第一
段階は国立政治大学現代日本研究センターが設立
され、そこに日本研究修士学位プログラム（日本
研究碩士学位学程）」が設定されたことに鑑み、
そこを中心に、主に台北など北部地域で事業展開
していった時期である。また、この時期には台湾
側の協力組織として当代日本研究学会（理事長：
林碧炤・国立政治大学副学長〔当時〕、https://
www.tsjs.org.tw/_jp/index.php）があったこ
とも特徴としてあげなければならない。事業とし
ては、日本からの教員派遣、また図書教材支援の
ほか、訪日研修などを組み合わせたものが行われ
た。教員の派遣に際しては、国際交流基金の拠点
支援制度を利用することができた。この政治大学
の事例はいわばモデルとなったが、政治大学のよ
うに修士課程を作るところは稀であり、多くのと
ころでは学位取得を伴わない日本研究「学分学程
（単位取得プログラム）」を設けていった。こうし
たプログラムに対しても次第に日本から教員を派
遣することが実施に移され、そこでは交流協会の
短期派遣制度が用いられた。ただ、ここで留意す
べきは、日本語学科などの学部を卒業して修士課
程から日本に留学して、日本に関わる研究を進め
ている学生、あるいは台湾の日本語学科の修士課

程にて学んでいる学生もまた将来的に「台湾にお
ける日本研究」の担い手になり得るという認識を
支援委員会で共有していたということである。つ
まり、台湾に設けられた様々なプログラムだけを
人材養成の「径路」として想定していたわけでは
ないということだ。だからこそ、派遣された講師
には派遣先での授業だけでなく、他大学などでの
公開講演などを依頼することにもつながっていっ
た。
　第二段階では政治大学が博士課程を設置し、よ
り長期的な視野での人材養成が可能になり、他方
で単位プログラムや日本研究センターの設置が中
南部に広がりを見せた。北部では、派遣した教員
が政治大学の他にも講義のために台湾大学に赴く
ことになり、中部では中興大学（国際政治）、台
中科技大学（経済経営）、南部では中山大学（国
際政治）などへと事業に関与する大学が増加して
いった。これらの大学には当代日本研究学会の理
事などが教員として在籍していたが、この第二期
には日本側が次第に個々の大学との直接的な関係
性を重視するようになっていった。事業内容とし
ては、長短期の日本からの教員派遣、訪日研修、
図書教材の提供などのほか、日本研究の基礎的な
書籍を教科書として利用できるよう日本語から台
湾華語への翻訳、さらには日本への留学などを視
野に入れながら「研究計画書の書き方」を学ぶ研
修などを台湾で実施するようになった。また、こ
うした事業への参加者をアラムナイとして登録し
たり、また各大学に説明会に赴いたりするなど、
よりきめ細やかな事業の周知徹底やサポートが図
られるようになった。この時期には、日本語学科
や日本の大学の修士課程で学んだ学生が台湾の日
本研究の博士課程で学ぶことなども念頭に、多様
な「径路」を意識した多彩な支援のプログラムが
設けられたのであった。
　第三期は政治大学での修士課程、博士課程、ま
た台湾各地で日本研究センター、日本研究の学位、
単位プログラムなどが広がった後の段階である。
この時期には政治大学などで博士号取得者が次第
に現れ始めたことを踏まえ、「出口」を設けるこ
とが求められた。それがポスドク制度である。中
興大学（国際政治）、政治大学（歴史学、台湾史
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研究）、台湾大学（法学）などを皮切りに制度を
設け、2025年度にはすでに３名がポスドクとし
て活動を始めている。また、第一期、第二期でお
こなってきた修士課程、博士課程の支援、訪日研
修、翻訳事業など、多様な支援は継続していた。
留意すべきは、ポスドクとする対象についても、
必ずしも台湾に設けた日本研究プログラムなどの
出身者に限定されない、ということである。台湾
の異なるディシプリンの出身者、日本や海外の大
学院出身者なども十分にポスドクの候補者として
想定されていた。つまり単線的でない多様な「径
路」が想定されていたということである。目下、
このポスドクの対象を広げつつ、ポスドクの人々
が学界における存在価値を高め、アカデミア、あ
るいは社会において日本専門家として「独り立ち」
していく上でどのようなサポートが可能なのか考
えていく段階にある。
　社会科学分野を中心とした日本研究を担う人材
の養成という「径路」は台湾のアカデミアでは十
分に形成されていない。そうした台湾の学界で自
律的には形成されていない新しい「径路」を、研
究者個人が切り拓くのは容易ではない。そうした
新たな試みをサポートするのがこの事業の主眼で
あった。

日本研究支援事業の要諦と今後の課題

　実質的にすでに15年以上に及ぶ本事業につい
ては、さまざまな試みがなされ、また大学などの
研究機関に応じた支援がなされてきたこともあ
り、一概には言えない部分も多いのだが、日本台
湾交流協会のこの事業の遂行に対して助言をおこ
なってきた日本研究支援委員会としては、事業の
前提となる、いわば「要諦」とも言えるものがい
くつかあったものと思われる。
　第一に、この事業が「人材育成」を主眼として
いるということにある。これはいわゆる「親日派」
の育成ということではなく、「知日派」の育成を
主眼としていることを意味する。「知日派」は事
実関係を踏まえつつも、時には台湾の視点など、
日本と異なる視点を踏まえて日本に批判的にな
る。この事業はそうした人材の育成を目指してき

た。この事業の第二期において「当代日本研究学
会」を通じた支援から、次第に各大学、研究機関
との連携に重点を置いたのも、学会の有職者の研
究活動への支援よりも、各大学、研究機関、ある
いは日本研究を標榜しない多様な学部、学科の人
材育成に支援の重点を置くためであった。この事
業では、日本からの教員の派遣、訪日研究、教材
となる図書の翻訳、共同研究支援、そしてポスド
クも含めて、こうした「開かれた」人材育成に主
眼が置かれている。この人材育成が修士課程から
始められ、博士課程を経て、目下ポスドクまで至っ
たのである。
　また、この人材養成において、学部、修士課程、
博士課程、ポスドクに至る「径路」が、台湾内部
だけでなく日本などの外国の大学などの研究機
関、また日本語学科とそれ以外の諸ディシプリン
関連の学部など、多様な組み合わせ、「径路」が
想定されているということだ。そのため、国立政
治大学への機関支援や、北部、中部、南部の中核
大学に教員派遣などを行うのとともに、多面で「開
かれた」支援になるように心がけることが求めら
れているのである。
　第二に、研究分野としては社会科学中心である
ということだ。なぜ社会科学が重視されるのかと
いうことは前述の通りだ。日本の政治、外交、安
全保障、経済などへの理解と、ソフトカルチャー
などとのアンバランス、また台湾の学術制度にお
ける社会科学分野での日本の「欠落」、あるいは「希
薄さ」がその背景にある。無論、日本語学習熱が
高い台湾では各大学の日本語学科が重要な役割を
果たしているし、修士課程、あるいは博士課程か
らの日本留学という道筋がある。大切なことは、
この事業では日本語既習者を地域研究の担い手と
して重視するものの、必ずしも日本語既習者だけ
を念頭に置くわけではなく、地域研究とは異なる、
ディシプリンベースの、事例として日本を扱う研
究もまた視野に入れている、という点だ。この点
もまたこの15年間貫かれてきたことだ。ただ、
この社会科学重視という姿勢を貫きながらも、第
二期から第三期にかけて次第に研究領域について
柔軟に対応するようになっていたことも確かだ。
たとえば、社会学や歴史学などは対象となってい
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るし、今後は文学などもまた排除しないというこ
とになろう。それは文学研究そのものが変質し、
社会の言説のあり方などを扱うようになってきて
おり、従来の「語学・文学」とは異なる傾向を見
せているということもある。このような状況を反
映して、ポスドクに歴史学などが含まれるように
なったと言えるだろう。
　第三に、日本語学科との関係性において、決し
て日本語教育方面への支援、特に予算をこの社会
科学を中心とする日本研究支援に切り替えたので
は「ない」ということである。前述のように、日
本研究支援事業は日台歴史研究のプロジェクトな
どを廃止したり、他の事業予算を結びつけるなど
して予算を捻出したのであり、日本語、日本語教
育への支援を減らすことを前提にしてはいない。
むしろその存続、発展を前提に進められたもので
ある。この点は台湾において誤解のあるところで
ある。他方で、日本研究支援事業では人材育成に
重点を置いており、そこでは前述の通り日本語学
科の出身者が日本研究を志すことも十分に念頭に
おいている。むしろ、日本語学科で養成された人
材が社会科学的な方向性に志向することも十分に
視野に入れた支援プログラムが用意されていると
さえ言えるだろう。
　第四に、この事業はあくまでも台湾側の日本研
究を支援するという建て付けになっているという
ことである。従って、台湾に日本研究の動機や意
思があってこそ成立するものであり、だからこそ
日本研究の道を志しながら進路や研究の資源がな
く断念するような人々を支援したり、あるいは上
述のような日本研究をおこなっていく「径路」が
あるのならその道に進みたいと考えるような人々
を誘ったりすることに主眼がある。だからこそ、
多様な、開かれていく径路、そして出口を設けて
いき、かつ広報を積極的におこなっていくことが
求められるのである。
　このような「要諦」の下に、上記のような三つ
の段階を経て15年に亘り進められてきた日本台
湾交流協会の日本研究支援事業だが、国立政治大
学の修士課程や博士課程には通常の大学院よりも
多くの志願者があり、選抜された大学院生からは
多くの学位取得者を輩出してきた。また各大学の

学位プログラムやディシプリンベースの諸学科か
ら訪日研修などに極めて多くの若手研究者が参加
し、派遣教員の講義や講演には多くの市民を含め
た参加者がある。それらの成果は今後に引き継が
れていくであろうし、それを期待してやまない。
この事業は継続こそが大切であり、それが第五の
要諦とも言えることだ。他方で、この事業の遂行
過程で少なからぬ課題が残されてきたことも確か
だ。
　第一に、政治大学などの大学院や諸大学の学位
プログラムから輩出された若手研究者の今後が依
然明確ではないということだ。これは第四期の課
題でもある。日本政府は欧米諸国の大学や研究機
関に日本研究のポストを作ったり、ジャパン・チェ
アーを設けたりするような形で経費を支出してい
るが、台湾の日本研究支援事業ではそこまでのこ
とはできていない。大学や研究機関のポストの管
理、運営は人口減少の下で極めて厳しい状態にあ
り、若手研究者の研究職への就職もまた困難だ。
この状況をいかに突破するのかということがあ
る。他方で、政治大学での学位取得プログラムな
どでも、日本でいう「生涯教育」を念頭においた、
社会人入学の比率が比較的高い。彼らが「日本専
門家」として学位取得後に職場に復帰することは
歓迎すべきことだが、若手研究者の育成という点
ではその就職について課題を残している。
　第二に、国立政治大学の日本研究の学位取得プ
ログラムへの外部評価（「評鑑」）での評価の問題
がある。これは前述のとおりだが、外部評価（「評
鑑」）の結果次第では、第一期以来の拠点である
政治大学の日本研究プログラムにポスドク制度を
設ける支援をおこなうことも視野に入るかもしれ
ない。それが実現すれば、このプログラムで養成
された修士、博士学取得者をポスドクへと結びつ
けて、日本研究者、日本専門家となる径路の一つ
となる可能性も生まれよう。ただ、目下ポスドク
を設けている数カ所には、研究者養成の実績があ
り、また「研究者」を養成するような場（大学院
生社会があり、先輩にはロールモデルが複数いて、
数々の学術シンポジウム、共同研究が展開される
ような場）が形成されている。やはり将来のこと
を考えれば、ポスドクはそうした環境のある場に
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配置することが望ましく、慎重に状況を見極める
必要があろう。

日本研究支援事業の新たな意義と重要性

　最後になるが、冒頭に記したように、昨今、
2008年当時にこのプロジェクトが立ち上げられ
た頃に有していたものとは異なる問題意識が育ま
れつつあることを付言しておきたい。前述のよう
に、以前の問題意識は現在も変わらず継続してい
るのだが、新たな問題意識がそこに付与されつつ
あるということである。
　第一に、東アジアの安全保障環境がその緊張度
を増す中で、さまざまな意味での社会の強靭性
(social resilience)が求められているということ
がある。「台湾海峡の平和と安定」を維持、実現
していくためには、日本と台湾の社会とがさまざ
まな領域での交流を促進し、相互理解を深め、価
値を共有していくことが必要になる。台湾社会の
中で日本についての日本理解の促進の上でも、価
値の共有という面でも、台湾における日本研究者、
日本専門家の育成が従以前以上に必要とされてい
ると考えられる。
　第二に、外交関係のない日台関係ではあるもの
の、昨今、さまざまな領域での関係性の構築が進
められているということがある。この点で、日本
における台湾人材(Taiwan School)とともに、
台湾における日本人材(Japan School)も必要と
されるところである。地域理解を踏まえた人材は、
強靭な日台関係の構築には必要不可欠ではないだ
ろうか。
　第三に、日本と台湾それぞれの社会での言論や
認識の分断が見られ、中にはそれらの分断を一層
広げようとする刺激が内外から意図的に与えられ

ることさえ見られるということがある。これこそ
まさに社会の強靭性が求められる所以だ。意図的
に歪められた情報や、分断を拡大させようとする
刺激などに対しては、事実を見極め判断すること
が重要となる。2025年11月の日本の総理発言を
めぐってもさまざまな情報がSNSで駆け巡った
が、そこでは「事実」がどの程度踏まえられてい
ただろうか。また日台双方の専門家たちはどのよ
うな発信をおこなっただろうか。
　15年以上前には「日本語世代」をめぐる状況
に裏打ちされた問題意識があったが、昨今には新
たな問題意識がそこに重ねられている。これは、
日本研究支援事業の重要性を一層際立たせている
と言えるだろう。この事業は長期的に継続されて
こそ意義を持つが、時を経るに従って、新たな問
題意識が付与され、一層重要性を増していると言
えるだろう。今後ともこうした従来の、また新し
い問題意識を意識した形で事業が進められていく
ことを切に願うものである。そのためには日本台
湾交流協会の本部と台北・高雄事務所、また日本
研究支援委員会が認識と情報を共有し、互いに協
力しながら事業を推進していくことが求められ
る。
　なお、ここでは主題を台湾の日本研究支援事業
に置いたために、日本側の問題、すなわち日本側
も台湾理解の面で多くの課題を抱えていることに
ついては述べていない。日本の大学の台湾研究ポ
ストの問題から、教育における学習指導要領の台
湾に関する学びの問題に至るまで課題は山積して
いる。東アジアの今後を考えるならば、日本も台
湾に関わるさまざまな「制度」を抜本的に見直す
必要があることをここで指摘しておきたい。


